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日本放送協会 理事会議事録 
               （２０２０年１１月２４日開催分）

  
２０２０年１２月１１日（金）公表 

 
＜会 議 の 名 称＞ 
 理 事 会                          

                            
＜会  議  日  時＞ 
２０２０年１１月２４日（火） 午後１時００分～１時１０分 

 
＜出   席   者＞ 
前田会長、正籬副会長、松坂専務理事、板野専務理事、 
児野専務理事・技師長、中田専務理事、角理事、若泉理事、松崎理事、

小池理事、田中理事、林理事、坂本特別主幹 
 
＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 
 
＜議        事＞ 
 前田会長が開会を宣言し、議事に入った。 
 
付議事項 
 
１ 審議事項 
（１）ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）（案）について 
（２）２０２０年度第２四半期業務報告（データ更新版） 
（３）令和２年度中間財務諸表・中間連結財務諸表について 
（４）中央放送番組審議会委員の委嘱について 
 
２ 報告事項 
（１）地方放送番組審議会委員の委嘱について 
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３ 審議事項 
（５）第１３６６回経営委員会付議事項について 
 
議事経過 
 
１ 審議事項 
（１）ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）（案）について 
（経営企画局） 

「ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）（案）」（以下、「経営計

画（案）」）について、現時点での検討状況と方向性を整理しましたので、

審議をお願いします。 

 まず、「経営計画（案）」についてです。３か年の収支は、新型コロナ

ウイルスの影響が見通せないことや次期中期経営計画がＮＨＫとして前

例のない構造改革に取り組むものであることから、様々な視点から検討

を進めており、現在、精査を行っています。 

 次に、意見募集に寄せられた主なご意見と修正案での記載についてで

す。主なご意見の中には、合理的なコストの徹底などを求めるものがあ

り、こうした声も踏まえて、主に支出削減の観点から、具体的な検討を

進めているところです。 

 続いて、収支見通しの検討状況と方向性についてです。検討にあたっ

ては、「経営計画（案）」で掲げた「スリムで強靭な『新しいＮＨＫ』」に

向けて、ＮＨＫが大切にすべき公共的価値を守りながら、構造改革をど

のように実行するかが重要なポイントです。現在、精査を行っていると

ころですが、３か年の事業支出は８月の意見募集で公表した「経営計画

（案）」の数字と、大きく変わらない規模で見通しています。事業収入に

ついても、８月の「経営計画（案）」で示した通り、３か年の初年度は６,

９００億円を基本とし、２年目、３年目についてもその水準を維持する

ことを想定しています。なお、受信料及び収支の見通しの算定根拠等に

ついては、意見募集の際に「経営計画（案）」とあわせて公表することが

放送法施行規則で定められていますが、経営計画の議決の際には、検討

を踏まえて修正したものを公表します。 

本件が了承されれば、本日開催の第１３６６回経営委員会に審議事項

として提出します。 
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（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３６６回経営委員会に諮ります。 

 
（２）２０２０年度第２四半期業務報告（データ更新版） 
（経営企画局） 

放送法第３９条第４項に定める会長の職務の執行状況を取りまとめた

「２０２０年度第２四半期業務報告」（注）については、１０月２７日

開催の理事会で審議、決定され、同日の第１３６４回経営委員会で報告

しています。このたび、その時点ではスケジュールの関係でまとめるこ

とができなかった意見等を反映させたデータ更新版を取りまとめました

ので、審議をお願いします。 
「中央放送番組審議会の意見」を新たに掲載し、経営１４指標の評価

について、一部のグラフを更新しました。 
本件が決定されれば、本日開催の第１３６６回経営委員会に報告事項

として提出します。 
 
（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定し、本日

開催の第１３６６回経営委員会に報告します。 
 
注：「２０２０年度第２四半期業務報告」は、ＮＨＫのウェブサイト「Ｎ

ＨＫオンライン」の「経営に関する情報」に掲載しています。 
 
（３）令和２年度中間財務諸表・中間連結財務諸表について 
（経理局） 
令和２年度中間財務諸表・中間連結財務諸表（注）を取りまとめまし

たので、審議をお願いします。 

ＮＨＫの中間決算は経営の意思決定のための情報提供を的確に行い、

視聴者に対し一層の透明性の向上を図ることなどを目的とした自主的な

取り組みとして実施しています。 

はじめに、ＮＨＫ単体の概要を説明します。 

「事業収支」についてです。 
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一般勘定の事業収入は、受信料の還元策や新型コロナウイルス感染拡

大の影響による受信料の減収等により、前年度中間期比１０３億円減の

３,６５３億円となりました。事業支出は、新型コロナウイルス感染拡大

の影響による、番組制作や取材活動、営業活動の縮小に伴う支出減等に

より、前年度中間期比２３８億円減の３,２０３億円となりました。これ

により、中間決算時点での事業収支差金は、４４９億円となります。な

お、事業収支差金は１０月からの受信料値下げの影響等により、年度末

に向けて縮小の見通しです。 

受信契約件数について、契約総数は中間実績で２８.７万件の減少、 

衛星契約数は１０.６万件の減少、未収数は３３.４万件の増加です。ま

た、支払率は８１.４％、衛星契約割合は５２.９％となっています。 

「単体決算の概要」についてです。 

一般勘定に有料インターネット活用業務勘定と受託業務等勘定を加え

た協会全体の「損益の状況」です。経常事業収入は、３,６４５億円とな

り、前年度中間期に対して、８６億円の減収となりました。経常事業支

出は、２４７億円減の３,２６６億円です。なお、経常事業外収入が前年

度中間期と比べて６０億円減少しているのは、子会社からの配当の減少

などによります。中間事業収支差金は４５８億円で、前年度中間期と比

べ、１４１億円の増となりました。 

協会全体の「資産・負債・純資産の状況」についてです。 

資産合計は、現金および預金の増等により、前年度末と比べ４２１億

円増加し１兆２,５９０億円となりました。負債合計は４,２４１億円と

なり、純資産合計は８,３４８億円で、中間事業収支差金が４５８億円発

生したことによる増となっています。 

次に、連結決算の概要を説明します。 

連結の範囲は、連結子会社１１社と持分法適用会社１社の計１２社で

す。連結子会社が、前年度から１社減少しているのは、今年４月１日に、

株式会社ＮＨＫエンタープライズと株式会社ＮＨＫプラネットが合併し

たためです。 

「損益の状況」についてです。ＮＨＫの連結決算は、ＮＨＫ本体の規

模が大きいため、ＮＨＫ単体の決算の状況がそのまま反映される傾向と

なります。経常事業収入（売上高）は３,８０６億円で、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響等による受信料収入の減や子会社の収入減により、
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前年度中間期と比べて１９０億円の減収となっています。中間事業収支

差金（純利益）は、番組制作の縮小等による支出減により、前年度中間

期と比べて１４８億円増の４３４億円となり、連結ベースでは減収増益

となっています。 

なお、ほとんどの連結子会社は、新型コロナウイルス感染拡大の影響

で大幅な減収減益となっています。 

「資産・負債・純資産の状況」についてです。資産合計は、１兆３,７

２５億円となり、前年度末と比べ３３８億円増加しています。 

最後に、財務諸表に対する会計監査人による監査報告についてです。 

ＮＨＫ単体の財務諸表に対する「独立監査人の中間監査報告書」には、

中間監査意見として、「中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める」との意見が表

明されています。また、連結の財務諸表に対する「独立監査人の中間監

査報告書」でも、同じく「有用な情報を表示しているものと認める」と

の意見が表明されています。 

本件が決定されれば、本日開催の第１３６６回経営委員会に報告しま

す。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

注：令和２年度中間財務諸表・中間連結財務諸表の内容は、ＮＨＫのウ

ェブサイト「ＮＨＫオンライン」の「経営に関する情報」に掲載し

ています。 

 
（４）中央放送番組審議会委員の委嘱について 
（正籬副会長） 
中央放送番組審議会委員の委嘱について、審議をお願いします。 
小沢秀行氏（朝日新聞社論説副主幹）に、２０２０年１２月１日付で

新規委嘱したいと思います。 
なお、立野純二氏（朝日新聞社論説主幹代理）は、任期満了により２

０２０年１０月３１日付で退任されました。 
本件が了承されれば、本日開催の第１３６６回経営委員会に諮ります。 
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（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、本日

開催の第１３６６回経営委員会に諮ります。 
 
２ 報告事項 
（１）地方放送番組審議会委員の委嘱について 
（正籬副会長） 

地方放送番組審議会委員の委嘱について、報告します。 
四国地方で阿部和孝氏（松山市農業協同組合代表理事組合長)に、２０

２０年１２月１日付で新規委嘱します。 
また、関東甲信越地方の杉山弘子氏（アサヤ食品株式会社代表取締役

社長）に同日付で再委嘱します。 
なお、四国地方の菊地秀明氏（愛媛たいき農業協同組合代表理事組合

長）は任期満了により、２０２０年１１月３０日付で退任されます。 
本件は、本日開催の第１３６６回経営委員会に報告します。 

 
３ 審議事項 
（５）第１３６４回経営委員会付議事項について 
（経営企画局） 
 本日開催される第１３６６回経営委員会に付議する事項について、審

議をお願いします。 
付議事項は、議決事項として、「中央放送番組審議会委員の委嘱につ

いて」、審議事項として、「ＮＨＫ経営計画（２０２１－２０２３年度）

（案）について」、報告事項として、「令和２年度中間財務諸表・中間

連結財務諸表について」、「２０２０年度第２四半期業務報告（データ

更新版）」、「地方放送番組審議会委員の委嘱について」、および「２

０２０年秋季交渉について」です。また、その他事項として、「公共放

送の在り方に関する検討分科会について」です。 
 
（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
 
 
 
以上で付議事項を終了した。 
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上記のとおり確認した。 
 
 
      ２０２０年１２月 ８日 
 
                会 長  前 田 晃 伸 


